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「治山林道必携（委託業務設計積算編）の一部改正について」新旧対照表 
               新                 旧 

            

治  山  林  道  必  携 

 

委託業務設計積算編 

 

 

 

 

 

平成 26 年 7 月 

 

 

高知県林業振興・環境部 治山林道課 

 

 

 

治  山  林  道  必  携 

 

委託業務設計積算編 

 

 

 

 

 

平成 25 年 9 月 

 

 

高知県林業振興・環境部 治山林道課 
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治山事業又は林道に係る事業の調査・測量・設計等を外注する場合の取り扱い要領 
                        （7 林野治第 1078 号 H7.4.1 通知）一部改正新旧対象表 

改正 現行 

 
第１ 趣旨「略」 
第２ 外注する業務の内容等「略」 
第３ 技術者の資格区分及び外注先の選定等 
 １ 「略」 
２  第２の１の(２)の解析等調査及び第２の３の設計業務（以下「設計

業務等」という。）については、原則として、別表に定める技術者の

資格区分における技師長若しくは主任技師に該当する技術者又はこ

れらの者を雇用する建設コンサルタント等に外注するものとする。

    なお、森林土木部門以外のものに係る設計業務等については、原

則として、当該設計業務等を専門とする者であって別表に定める技

術者の資格区分における主任技師と同等以上の技術経験を有する者

を雇用する建設コンサルタント等に外注するものとする。この場合

において、別表に定める技術者の資格区分における技術経歴中「森

林土木部門」とあるのは「当該設計業務等に関連する部門」と読み

替えるものとする。 
３  「略」 

 ４  設計業務等を建設コンサルタント等に外注する場合に、その業務

に必要な技術水準を勘案して必要があると認めるときは、当該業務

の受託者が雇用する技術者であって別表に定める技術者の資格区分

における技師長又は主任技師に該当する者のうちから主任技術者を

選任させるものとする。 
    この場合、契約書に主任技術者名を記載するとともに、「乙は、頭

書の主任技術者に委託業務の技術上の管理をつかさどらせなければ

ならない。」の一項を加えて契約を締結するものとする。 
５ 「略」 

 

 

 

 

 
第１ 趣旨「略」 
第２ 外注する業務の内容等「略」 
第３ 技術者の資格区分及び外注先の選定等 
 １ 「略」 
 ２  第２の１の(２)の解析等調査及び第２の３の設計業務（以下「設計業

務等」という。）については、原則として、別表に定める技術者の資格区

分における技師長若しくは主任技師に該当する技術者又はこれらの者を

雇用する会社若しくは公益法人等（以下「法人等」という。）に外注する

ものとする。 
    なお、森林土木部門以外のものに係る設計業務等については、原則と 

して、当該設計業務等を専門とする者であって別表に定める技術者の資

格区分における主任技師と同等以上の技術経験を有する者を雇用する法

人等に外注するものとする。この場合において、別表に定める技術者の

資格区分における技術経歴中「森林土木部門」とあるのは「当該設計業

務等に関連する部門」と読み替えるものとする。 

３ 「略」 

４  設計業務等を法人等に外注する場合に、その業務に必要な技術水準を 
勘案して必要があると認めるときは、当該業務の受託者が雇用する技術

者であって別表に定める技術者の資格区分における技師長又は主任技師

に該当する者のうちから主任技術者を選任させるものとする。 
    この場合、契約書に主任技術者名を記載するとともに、「乙は、頭書の 

主任技術者に委託業務の技術上の管理をつかさどらせなければならな

い。」の一項を加えて契約を締結するものとする。 
 

５ 「略」 
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２ 構成費目の内容 
   調査業務費は、調査費と消費税相当額に区分し、その内容は次のと

おりとする。 
（１） 調査費 
  ア 一般調査費 

（ア） 純調査費 
    ａ 直接調査費 
      直接調査費は、一般調査（第２の１の(１)の一般調査をいう。

以下同じ。）に直接必要な次の経費とする。 
    （ａ）人件費等「略」 

（ｂ）直接経費 
       一般調査の実施に直接必要な経費であって次に掲げるもの

とする。 
① 旅費交通費 
一般調査に従事する技術者の旅費及び交通費 

② 材料費～⑥水道光熱電力料「略」 
⑦ 外注費 

受託者が調査の一部分を他の建設コンサルタント等に外 
注する場合に要する経費 

⑧ 報告書作成費～⑨その他「略」 
ｂ 間接調査費 

（イ） 諸経費「略」 
ｂ 一般管理費等 

      一般管理費等は、一般管理費と付加利益に区分し、その内容

は次のとおりとする。 
（ａ）一般管理費 

       一般調査を受注した建設コンサルタント等の本店及び支店

における経費のうち、従業員の給与手当、退職金、法定福利

費、福利厚生費、事務用品費、通信交通費、水道光熱電力費、

宣伝広告費、交際費、地代家賃、減価償却費、不動産取得税、

保険料、雑費等 
    （ｂ）付加利益 
       一般調査を受注した建設コンサルタント等において当該建

２ 構成費目の内容 
   調査業務費は、調査費と消費税相当額に区分し、その内容は次のとおり 

とする。 
（１） 調査費 
  ア 一般調査費 

（ア）純調査費 
    ａ 直接調査費 
      直接調査費は、一般調査（第２の１の(１)の一般調査をいう。以

下同じ。）に直接必要な次の経費とする。 
    （ａ）人件費等「略」 
    （ｂ）直接経費 
       一般調査の実施に直接必要な経費であって次に掲げるものとす 

る。 
① 旅費・交通費「略」 
② 材料費～⑥水道光熱電力料「略」 
⑦ 外注費 

受託者が調査の一部分を他の法人等に外注する場合に要する 
経費 

⑧ 報告書作成費～⑨その他「略」 
 

ｂ 間接調査費 
（イ）諸経費「略」 

ｂ 一般管理費等 
      一般管理費等は、一般管理費と付加利益に区分し、その内容は次

のとおりとする。 
    （ａ）一般管理費 
       一般調査を受注した法人等の本店及び支店における経費のう

ち、従業員の給与手当、退職金、法定福利費、福利厚生費、事務

用品費、通信交通費、水道光熱電力費、宣伝広告費、交際費、地

代家賃、減価償却費、不動産取得税、保険料、雑費等 
     

（ｂ）付加利益 
       一般調査を受注した法人等において当該法人等を継続的に運営
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設コンサルタント等を継続的に運営するために要する経費の

うち、法人税、地方税、自己資本利子（配当金等）、内部保留

金、支払利息割引料、支払保証料等 
 イ 解析等調査費 

（ア） 直接原価 
    直接原価は、解析等調査（第２の１の(２)の解析等調査をい

う。以下同じ。）に直接必要な次の経費とする。 
 
ａ 直接人件費「略」 
ｂ 労務費「略」 
ｃ 直接経費 
  調査の実施に直接必要な経費であって次に掲げるものとする。

（ａ）旅費交通費「略」 
（ｂ）事務用品費「略」 
（ｃ）電子計算機使用料および機械器具損料 

    解析等調査に必要な電子計算機の使用料および機械器具の

損料等 
（ｄ）特許使用料「略」 

「削除」 

 

 

（ｅ）報告書作成費「略」 

「削除」 

 
これ以外の経費については、その他原価として計上する。 

「削除」 

 

 

 

 

 

 

 

するために要する経費のうち、法人税、地方税、自己資本利子（配

当金等）、内部保留金、支払利息割引料、支払保証料等 
 

イ 解析等調査費 
（ア） 直接費 
    直接費は、解析等調査（第２の１の(２)の解析等調査をいう。

以下同じ。）に直接必要な次の経費とする。 
 

ａ 直接人件費「略」 
ｂ 労務費「略」 
ｃ 直接経費 
  調査の実施に直接必要な経費であって次に掲げるものとする。 
 （ａ）旅費・交通費「略」 
（ｂ）事務用品費「略」 
（ｃ）電子計算機使用料、機械器具損料 

    解析等調査に必要な電子計算機の使用料、機械器具の損料等 
 
（ｄ）特許使用料「略」 

（ｅ）外注費 
    受注者が当該調査の一部分を他の法人等に外注する場合に要す

る経費 
（ｆ）報告書作成費「略」 

（ｇ）その他 
    上記に属さない経費 
 
（イ） 間接費 

       間接費は、諸経費と技術経費に区分し、その内容は次のとおり

とする。 
    ａ 諸経費 
      諸経費は、業務管理費と一般管理費に区分し、その内容は次のと

おりとする。 
    （ａ）業務管理費 
       直接費で支出される経費以外の経費のうち、受注者の事務所等
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（イ）その他原価 
   その他原価は間接原価および直接経費（積上計上するものは

除く）からなる。 
   なお、特殊な技術計算、図面作成等の専門業に外注する場合

に必要となる経 
  費、実務実績の登録等に要する費用を含む。 
 （ａ）間接原価 
    当該業務担当部署の事務職員の人件費および福利厚生費、

水道光熱費等の経費とする。 
（ウ）一般管理費等 
   一般管理費等は、アの（イ）のｂに準ずる。 

（２）消費税相当額「略」 
３ 調査業務費の積算（建設コンサルタント等に委託する場合） 
   調査業務費は、次により積算するものとする。 
    調査業務費＝ 調査費＋消費税相当額 
         ＝（一般調査費＋解析等調査費）＋消費税相当額 
（１） 調査費の積算 

   ア 一般調査費の積算 

     一般調査費の積算は次により行うものとする。 

一般調査費＝純調査費＋諸経費＝純調査費×（１＋諸経費率）

（ア） 純調査費 

    ａ 直接調査費 

（ａ）人件費等「略」 

における事務職員の人件費、法定福利費、福利厚生費、水道光熱

電力費、業務実績の登録に要する費用等であって、一般管理費等

に含まれない経費 
    （ｂ）一般管理費等 
       一般管理費等はアの（イ）のｂに準ずる。 

 

     ｂ 技術経費 
       技術経費は、解析等調査を行う法人等が平素の技術能力を高度

化するために必要な技術研究、開発等に要する技術研究費及び技

術報酬費とする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２） 消費税相当額「略」 

３ 調査業務費の積算 
   調査業務費は、次により積算するものとする。 
    調査業務費＝ 調査費＋消費税相当額 

         ＝（一般調査費＋解析等調査費）＋消費税相当額 

（１） 調査費の積算 

   ア 一般調査費の積算 

     一般調査費の積算は次により行うものとする。 

一般調査費＝純調査費＋諸経費＝純調査費×（１＋諸経費率） 

（ア） 純調査費 

    ａ 直接調査費 

    （ａ）人件費等「略」 
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（ｂ）直接経費 

① 旅費交通費 
次表を参考として、発注者が定めている旅費に関する規

則等に準じて積算するものとする。 

 

 

 

②材料費～⑨その他「略」 
ｂ 間接調査費 

     （ａ）運搬費 
        積み上げにより積算するものとする。 
     （ｂ）労働者輸送費 
        純調査費（労働者輸送費、安全費及び営繕経費を除く。

以下同じ。）の額に次表に掲げる労働者輸送費の率等であっ

て当該純調査費の額が該当する区分に対応するものに乗

じ、又は加えて算出するものとする。 
        ただし、これにより算出される額がその該当する各区分

の上段の区分において算出される額の最高額に達しないと

きは、当該最高額までに増額することができるものとする。

「表、略」 
（c）準備費～（ｉ）その他「略」 

（イ）諸経費 
諸経費は、現場管理費と一般管理費等を一括して積算するもの

とし、その額は純調査費の額に次表に掲げる諸経費の率であって

当該純調査費の額が該当する区分に対応するものに乗じて算出す

（ｂ）直接経費 

① 旅費・交通費 

次表を参考として、発注者が定めている旅費に関する規則等 

に準じて積算するものとする 

 

 

 

②材料費～⑨その他「略」 
     ｂ 間接調査費 
     （ａ）運搬費 
        積み上げにより積算するものとする。 
     （ｂ）労働者輸送費 
        純調査費（労働者輸送費、安全費及び営繕経費を除く。）の額

に次表に掲げる労働者輸送費の率等であって当該純調査費の額

が該当する区分に対応するものに乗じ、又は加えて算出するも

のとする。 
        ただし、これにより算出される額がその該当する各区分の上

段の区分において算出される額の最高額に達しないときは、当

該最高額までに増額することができるものとする。 
「表、略」 

（c）準備費～（ｉ）その他「略」 
（イ）諸経費 
   諸経費は、現場管理費と一般管理費等を一括して積算するものと

し、その額は純調査費の額に次表に掲げる諸経費の率であって当該

純調査費の額が該当する区分に対応するものに乗じて算出するもの



8 

るものとする。 
 

 

「表、略」 
イ 解析等調査費の積算 
  解析等調査費は次により積算するものとする。 
   解析等調査費 ＝ 解析等調査原価 ＋ 一般管理費等 

＝（直接人件費＋労務費＋直接経費＋ 
 （その他原価）＋（一般管理費等） 

（ア）直接原価 
ａ 直接人件費「略」 
ｂ 労務費「略」 

ｃ 直接経費 

 

 

（ａ）旅費交通費の積算 
次表を参考として、発注者が定めている旅費に関する規則等

に準じて積算するものとする。 

 
（ｂ）事務用品費「略」 
（ｃ）電子計算機使用料および機械器具損料「略」 

（ｄ）特許使用料「略」 
「削除」 

とする。 
      ただし、公益法人等に外注する場合は、算出された諸経費の額に

０．９を乗じて得た額とする。 
「表、略」 

イ 解析等調査費の積算 
  解析等調査費は次により積算するものとする。 
   解析等調査費 ＝ 直接費 ＋ 間接費  
          ＝ （直接人件費＋労務費＋直接経費）＋ 

（諸経費＋技術経費） 
（ア） 直接費 
ａ 直接人件費「略」 
ｂ 労務費「略」   

ｃ 直接経費 

 

 

（ａ）旅費・交通費の積算 
      次表を参考として、発注者が定めている旅費に関する規則等に準 

じて積算するものとする。 

 
（ｂ）事務用品費「略」 
（ｃ）電子計算機使用料、機械器具損料「略」 

（ｄ）特許使用料「略」 
（ｅ）外注費 
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（ｅ）報告書作成費（電子成果品作成費）  

「削除」 

 

２の（１）のイの（ア）の C の各項目以外の必要額については、

その他原価として計上する。 
「削除」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      積み上げにより積算するものとする。 
（ｆ）報告書作成費（電子成果品作成費）「略」 

（ｇ）その他 
      積み上げにより積算するものとする。 

 

 

（ア） 間接費 
 ａ 諸経費 
   諸経費は、業務管理費と一般管理費等を一括して、次により積算 

するものとする。 
 （ａ）会社に外注する場合 
    諸経費 ＝ 直接人件費 × １２０／１００ 
 （ｂ）公益法人等に外注する場合 
    諸経費 ＝ 直接人件費 × １００／１００ 
 （ｃ）個人に外注する場合（謝金による場合を除く。） 
    諸経費は積算しないものとする。 

 

 ｂ 技術経費 
   技術経費は、技術研究費と技術報償費を一括して、次により積算

するものとする。 
   なお、技術経費率は、次表を標準とする。ただし、その内容が技

術的に極めて高度であり、複雑かつ困難なものであると認められる

ときは、２０パーセントの範囲内で技術経費率を加算することがで

きるものとする。 
   技術経費＝（直接人件費＋諸経費）×技術経費率 
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（イ）その他原価 
 その他原価は次式により算定した額の範囲内とする。 
 （その他原価）＝（直接人件費）×α／（１－α） 

ただし、αは解析等調査原価（直接経費の積上計上分を 
除く）に占めるその他原価の割合であり、３５％とする。 

（ウ）一般管理費等 
 一般管理費等は次式により算定した額の範囲内とする。 
 （一般管理費等）＝（解析等調査原価）×β／（１－β） 
  ただし、βは解析等調査原価に占める一般管理費等の割 
合であり、３０％とする。 

（２）消費税相当額「略」 
４ 調査業務費の積算（個人（「建設コンサルタント以外の個人をいう。以

下同じ。）委託 する場合） 
  ３と同一の方法により積算するものとする。ただし、その他原価、一

般管理費等については算入しないものとする（諸謝金による場合を除

く）。 
第５ 測量業務の積算基準 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）消費税相当額「略」 
 

 

 

 

 

第５ 測量業務の積算基準 
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２ 構成費目の内容 
  測量業務費は、測量費と消費税相当額等に区分し、その内容は次のと

おりとする。 
（１）測量費 

ア 直接測量費 
    直接測量費は、測量（第２の２の測量業務として行う測量をいう。

以下同じ。）に直接必要な経費とする。 
（ア）人件費等「略」 
（イ）直接経費 

測量の実施に直接必要な経費であって次に掲げるものとする。

a旅費交通費～e その他「略」 

（ウ）精度管理費 

イ 諸経費「略」 

（２）消費税相当額「略」 
３ 測量業務費の積算 
（１）測量業務費の積算「略」 
（２）直接測量費 

ア 人件費等「略」 

イ 直接経費 
（ア） 旅費交通費 

次表を参考として、発注者が定めている旅費に関する規則等

に準じて積算するものとする。 

 
 

２ 構成費目の内容 
   測量業務費は、測量費と消費税相当額等に区分し、その内容は次のとお

りとする。 
（１） 測量費 
  ア 直接測量費 
    直接測量費は、測量（第２の２の測量業務として行う測量をいう。

以下同じ。）に直接必要な経費とする。 
（ア）人件費等「略」 
（イ）直接経費 

測量の実施に直接必要な経費であって次に掲げるものとする。  

ａ 旅費・交通費～ｅ その他「略」 

（ウ）精度管理費 

イ 諸経費「略」 

（２）消費税相当額「略」 
 ３ 測量業務費の積算 
（１）測量業務費の積算「略」 
（２）直接測量費 

ア 人件費等「略」 

イ 直接経費 

（ア） 旅費・交通費 
次表を参考として、発注者が定めている旅費に関する規則等に準

じて積算するものとする。 

 
 



12 

（イ）材料費～（オ）その他「略」 

ウ 精度管理費「略」 
（３）諸経費 

諸経費は、現場管理費と一般管理費等を一括して積算するものとし、

その額は直接測量費の額に次表に掲げる諸経費の率であって当該直接

測量費の額が該当する区分に対応するものを乗じて算出するものとす

る。 
 

「表及び算出式、略」 

 

（４）消費税相当額「略」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）材料費～（オ）その他「略」 

ウ 精度管理費「略」 
（３）諸経費 

    諸経費は、現場管理費と一般管理費等を一括して積算するものとし、

その額は直接測量費の額に次表に掲げる諸経費の率であって当該直接測

量費の額が該当する区分に対応するものを乗じて算出するものとする。

ただし、公益法人等に外注する場合は、算出された諸経費の額に０．９

を乗じて得た額とする。 
「表及び算出式、略」 

 

（４）消費税相当額「略」 
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２ 構成費目の内容「略」 

３ 設計業務費の積算（建設コンサルタント等に委託する場合）（注）県

運用あり P3 
  原則として第４の３の（１）のイに準じるものとする。 
  この場合、「解析等調査」を「設計」に読み替えるものとする。 

 
     
 

 

 

 

 

２ 構成費目の内容「略」 

３ 設計業務費の積算 
   原則として第４の３の（１）のイに準じて積算するものとする。 
   この場合、「解析等調査」を「設計」に読み替え、第４の３の（１）のイ

の（イ）のｂの中の表に替えて次の表を適用するものとする。 
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「表、削除」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 設計業務費の積算（個人に委託する場合）（注）県運用あり P3 
   原則として第４の４に準じて積算するものとする。 
   この場合、「解析等調査」を「設計」に読み替えるものとする。ただ

し、その他原価、一般管理費等については算入しないものとする（諸

謝金による場合を除く）。 
別表 技術者の資格区分「略」 

  

 

 

 

 

 

 

別表 技術者の資格区分「略」 
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治山林道必携委託業務設計積算新旧対象表 

改正 現行 

治山調査歩掛 

 
第１ 調査業務歩掛 

 

１-１ 適用に当たっての留意事項「略」 

１-２ 一般調査歩掛「略」 

１-３ 解析等調査歩掛「略」 

１-３-１ 共通「略」 

１-３-２ 山地治山等調査「略」 

１-３-２-１ 調査項目別作業内容「略」 

１-３-２-２ 事業別調査項目選定表「略」 

 

１-３-２-３ 施設整備主体タイプ 

 

 

治山調査歩掛 

 
第１ 調査業務歩掛 

 

１-１ 適用にあたっての留意事項「略」 

１-２ 一般調査歩掛「略」 

１-３ 解析等調査歩掛「略」 

１-３-１ 共通「略」 

１-３-２ 山地治山等調査「略」 

１-３-２-１ 調査項目別作業内容「略」 

１-３-２-２ 事業別調査項目選定表「略」 

 

１-３-２-３ 施設整備主体タイプ 
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18 

 

 

 

 

 

 

 



19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 



21 
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24 
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27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



28 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 



30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 



31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



32 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



37 
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39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 



41 
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歩掛補正区分及び補正率表「略」 

 

 

 
歩掛補正区分及び補正率表「略」 

 

 



46 
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１－３－４－３ 施工計画調査「略」 

１－３－５   流域別調査「略」 

１－３－５－１ 歩掛の構成「略」 

１－３－５－２ 調査項目別作業内容「略」 

１－３－５－３ 標準歩掛 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３－４－３ 施工計画調査「略」 

１－３－５   流域別調査「略」 

１－３－５－１ 歩掛の構成「略」 

１－３－５－２ 調査項目別作業内容「略」 

１－３－５－３ 標準歩掛 
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１－３－５－４ 歩掛の補正「略」 

１－４ 調査業務共通歩掛「略」 

第２ 測量業務歩掛「略」 

第３ 設計業務歩掛「略」 

３－１ 適用に当たっての留意事項「略」 

３－２ 渓間工の設計「略」 

３－２－１ 渓間工設計歩掛の構成「略」 

３－２－２ 渓間工設計業務の内容「略」 

３－２－３ 渓間工設計歩掛 

ア 規模による補正「略」 

イ 地況による補正「略」 

 

 

 

 

１－３－５－４ 歩掛の補正「略」 

１－４ 調査業務共通歩掛「略」 

第２ 測量業務歩掛「略」 

第３ 設計業務歩掛「略」 

３－１ 適用に当たっての留意事項「略」 

３－２ 渓間工の設計「略」 

３－２－１ 渓間工設計歩掛の構成「略」 

３－２－２ 渓間工設計業務の内容「略」 

３－２－３ 渓間工設計歩掛 

 

ア 規模による補正「略」 

イ 地況による補正「略」 

 



50 

 

 

 

 

 

 



51 
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53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 



54 
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56 

 

 

 

 

３－３ 山腹工の設計「略」 

３－３－１ 山腹工設計歩掛の構成「略」 

３－３－２ 山腹工設計業務の内容「略」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

３－３ 山腹工の設計「略」 

３－３－１ 山腹工設計歩掛の構成「略」 

３－３－２ 山腹工設計業務の内容「略」 
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ア 規模による補正「略」 

イ 地況による補正「略 

 

 

 

 

ア 規模による補正「略」 

イ 地況による補正「略 
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（ア） 規模による補正「略」 

（イ） 工種の組合せによる補正「略」 

 

（ア） 規模による補正「略」 

（イ） 工種の組合せによる補正「略」 

 



59 
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３－４ 海岸防災林造成（防潮工等施設）の設計「略」 

３－４－１ 海岸防災林造成設計歩掛の構成「略」 

３－４－２ 海岸防災林造成設計業務の内容「略」 

３－４－３ 海岸防災林造成（防潮工等施設）設計歩掛 

 

 

 

 

 

 

 

３－４ 海岸防災林造成（防潮工等施設）の設計「略」 

３－４－１ 海岸防災林造成設計歩掛の構成「略」 

３－４－２ 海岸防災林造成設計業務の内容「略」 

３－４－３ 海岸防災林造成（防潮工等施設）設計歩掛 

 

 

 

 

 

 



61 
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（８）設計説明書等作成「略」 

３－５ 防風林造成の設計「略」 

３－６ なだれ防止林造成の設計「略」 

３－７ 土砂流出防止林の設計「略」 

３－８ 保安林整備の設計「略」 

３－９ 保安林整管理道等の設計「略」 

３－１０ 水土保全治山等の設計「略」 

３－１１ 地すべり防止工の設計「略」 

３－１２ 設計業務共通歩掛「略」 

 

 

 

 

 

 

 

（８）設計説明書等作成「略」 

３－５ 防風林造成の設計「略」 

３－６ なだれ防止林造成の設計「略」 

３－７ 土砂流出防止林の設計「略」 

３－８ 保安林整備の設計「略」 

３－９ 保安林整管理道等の設計「略」 

３－１０ 水土保全治山等の設計「略」 

３－１１ 地すべり防止工の設計「略」 

３－１２ 設計業務共通歩掛「略」 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

63 
 

新旧対照表 
新 旧 

林道調査歩掛 
 

林道調査歩掛 
 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 
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新 旧 

  



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 
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新 旧 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

66 
 

新 旧 

 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

67 
 

新 旧 

 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

68 
 

新 旧 

 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

69 
 

新 旧 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

70 
 

新 旧 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

71 
 

新 旧 

  



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 
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新 旧 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

73 
 

新 旧 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

74 
 

新 旧 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

75 
 

新 旧 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

76 
 

新 旧 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 
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新 旧 

 

１－３－２－４ ［略］ 

１－３－３ 弾性波探査 ［略］ 

１－３－３－１ ［略］ 

１－３－２－４ ［略］ 

１－３－３ 弾性波探査 ［略］ 

１－３－３－１ ［略］ 

 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 
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新 旧 

 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 
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新 旧 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 
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新 旧 
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新 旧 
第２ 測量業務 

２－１ 適用に当たっての留意事項 [略］ 

２－２ 標準歩掛 

２－２－１ 二車線林道測量 

２－２－１－１～５ ［略］ 

２－２－１－６ （注）県運用有り（P.２５）［内容略］ 

２－２－１－７ （注）県運用有り（P.２５）［内容略］ 

２－２－１－８ （注）県運用有り（P.２５）［内容略］ 

２－２－２ 一車線林道測量 

２－２－２－１ （注）県運用有り（P.２６）［内容略］ 

２－２－２－２ （注）県運用有り（P.２６）［内容略］ 

２－２－２－３～５ ［略］ 

２－２－２－６ （注）県運用有り（P.２６）［内容略］ 

２－２－２－７～８ ［略］ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜Ⅲ－42～48＞ 

第２ 測量業務 

２－１ 適用に当たっての留意事項 [略］ 

２－２ 標準歩掛 

２－２－１ 二車線林道測量 

２－２－１－１～５ ［略］ 

２－２－１－６ （注）県運用有り［内容略］ 

２－２－１－７ （注）県運用有り［内容略］ 

２－２－１－８ （注）県運用有り［内容略］ 

２－２－２ 一車線林道測量 

２－２－２－１ （注）県運用有り［内容略］ 

２－２－２－２ （注）県運用有り［内容略］ 

２－２－２－３～５ ［略］ 

２－２－２－６ （注）県運用有り［内容略］ 

２－２－２－７～８ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ⅲ－42～48＞ 
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新 旧 

  



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 
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新 旧 
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新 旧 
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新 旧 

 
＜Ⅲ-52＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜Ⅲ-52＞ 
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新旧対照表 
新 旧 

県 運 用 事 項 等 

 

1 

 

2 

県 運 用 事 項 等 

 

1 

 
2 
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新 旧 
 

１－２－２－２機構調査（一般調査） 
 （３）地中変動量調査 
   ア．パイプひずみ計 

（イ）観測〈該当頁：Ⅱ－２０〉 → 〈県運用：Ｐ１０〉 
・本歩掛はスイッチボックスを使用して観測する場合である。測定のノイズ等

を避けたいため、基本的にスイッチボックスは使用せず直結にて測定するも

のとし、本歩掛は使用せず県運用の観測歩掛を使用する。 
 

イ． 孔内傾斜計 
（ア） 設置〈該当頁：Ⅱ－２１〉 → 〈県運用：Ｐ１０〉 
（イ） 観測〈該当頁：Ⅱ－２１〉 → 〈県運用：Ｐ１１〉 
（ウ） 資料整理〈該当頁：Ⅱ－２１〉 → 〈県運用：Ｐ１２〉 

    ・本歩掛は使用せず土木部の歩掛を使用する。 

 

4 

 

 

１）パイプひずみ計観測 
赤本「G－１４」（平成12年度）「設計および測量・調査業務費積算資料」土木部防災砂防課（参考）

(100点1回当たり) 

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
調査技師 
(材料費) 
消耗品費 
(機械器具損料)
歪測定器 

 
 
 
野帳・用紙等 
 
 

  
人 
 
式 
 
日 

 
X 
 
1.00
 
X 

   
 
 
人件費の1％以内

計        
注）往復時間、平均移動時間は各現場により差異があるので、人件費は次表を参考にして積算する。 

 

 

 

 

１－２－２－２機構調査（一般調査） 
 （３）地中変動量調査 
   ア．パイプひずみ計 

（イ）観測〈該当頁：Ⅱ－２０〉 
・本歩掛はスイッチボックスを使用して観測する場合である。測定のノイズ等

を避けたいため、基本的にスイッチボックスは使用せず直結にて測定するも

のとし、本歩掛は使用せず土木部の観測歩掛を使用する。 
 

ロ． 孔内傾斜計 
（エ） 設置〈該当頁：Ⅱ－２１〉 
（オ） 観測〈該当頁：Ⅱ－２１〉 
（カ） 資料整理〈該当頁：Ⅱ－２１〉 

    ・本歩掛は使用せず土木部の歩掛を使用する。 
 

4 

 

 

１）パイプひずみ計観測 
赤本「G－１４」（平成12年度）「設計および測量・調査業務費積算資料」土木部防災砂防課 

(100点1回当たり) 

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
調査技師 
(材料費) 
消耗品費 
(機械器具損料)
歪測定器 

 
 
 
野帳用紙等

 
 

  
人 
 
式 
 
日 

 
X 
 
1.00
 
X 

   
 
 
人件費の1％以内 

計        
注）往復時間、平均移動時間は各現場により差異があるので、人件費は次表を参考にして積算する。 
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新 旧 
 

往復時間（ｈ） 1(60分） ２（120分）  

実働時間（ｈ） ７（420分） ６（360分）  

観測時間（ｈ） 0.5（30分 2分×15点） 定数とする

平均移動時間

（min） 

10 15 20 10 15 20 計算により算

出した平均移

動時間 

1日観測孔数

（孔／日） 

420／40 

10.5 

420／45 

＝9.3 

420／50 

＝8.4 

360／40 

＝9.0 

360／45 

＝8.0. 

360／50 

＝7.2 

 

１孔観測人員

（人／孔） 

1／10.5 

＝0.10 

1／9.3 

＝0.11 

1／8.4 

＝0.12 

1／9.0 

＝0.11 

1／8.0 

＝0.13 

1／7.2 

＝0.14 

 

100点観測人

員 

     X 

0.10／１５

× 100 ＝

0.67 

0.11／１５

× 100 ＝

0.73 

0.12／１５

× 100 ＝

0.80 

0.11／１５

× 100 ＝

0.73 

0.13／１５

× 100 ＝

0.87 

0.14／１５

× 100 ＝

0.93 

 

※スケールオーバーを除いた観測点数により算出するために、観測時間1点2分、測定点数15点は歩掛

算出のための定数とし歩掛を「100 点1 回当たり」とする。このため1 孔観測人員を算出したのち更に

15点で除して100点を乗ずる。 

 

２）孔内傾斜計 
   （ア）設置 
赤本「G－１５」（平成12年度）「設計および測量・調査業務費積算資料」土木部防災砂防課 

（1.00孔当たり） 

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
調査技師 
主任調査員 
普通作業員 
(材料費) 
ｹｰｼﾝｸﾞﾊﾟｲﾌ  ゚

継ぎ手 
ｷｬｯﾌ  ゚
ﾎﾞﾄﾑ 

 
 
 
 
 
 
 
 

  
人 
人 
人 
 
ｍ 
個 
個 
個 

 
0.31 
0.61 
1.22 
 
30.5 
9.00 
1.00 
1.00 

   
0.31＊増減率 
0.61＊増減率 
1.22＊増減率 
 
ｱﾙﾐ管径47mm、3m／本

ｱﾙﾐｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ 47mm
ｹｰｼﾝｸﾞｷｬｯﾌﾟ 47mm
 

 

往復時間（ｈ） 1(60分） ２（120分）  

実働時間（ｈ） ７（420分） ６（360分）  

観測時間（ｈ） 0.5（30分 2分×15点） 定数とする 

平均移動時間

（min） 

10 15 20 10 15 20 計算により

算出した平

均移動時間 

1日観測孔数

（孔／日） 

420／40 

10.5 

420／45 

＝9.3 

420／50 

＝8.4 

360／40 

＝9.0 

360／45 

＝8.0. 

360／50 

＝7.2 

 

１孔観測人員

（人／孔） 

1／0.5 

＝0.10 

1／9.3 

＝0.11 

1／8.4 

＝0.12 

1／9.0 

＝0.11 

1／8.0 

＝0.13 

1／7.2 

＝0.14 

 

100点観測人

員 

     X 

0.10／１５

× 100 ＝

0.67 

0.11／１５

× 100 ＝

0.73 

0.12／１５

× 100 ＝

0.80 

0.11／１５

× 100 ＝

0.73 

0.13／１５

× 100 ＝

0.87 

0.14／１５

× 100 ＝

0.93 

 

※スケールオーバーを除いた観測点数により算出するために、観測時間1 点2 分、測定点数15 点は歩

掛算出のための定数とし歩掛を「100点1回当たり」とする。このため1孔観測人員を算出したのち

更に15点で除して100点を乗ずる。 

 

２）孔内傾斜計 
   （ア）設置 
赤本「G－１５」（平成12年度）「設計および測量・調査業務費積算資料」土木部防災砂防課 

（1.00孔当たり） 

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
調査技師 
主任調査員 
普通作業員 
(材料費) 
ケーシング 
 

 
 
 
 
 
 

  
人 
人 
人 
 
 
 

 
0.31 
0.61 
1.22 
 
 
5.00 

   
0.31＊増減率 
0.61＊増減率 
1.22＊増減率 
 
 
人件費の5％以内 

計        
10 
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新 旧 
雑材料 ％ 5.00 人件費の5％以内 
計        
備考１ 本表は標準長３０ｍとしているため、人件費は下記による増減率を乗じて決定し、材料費は

長さ別に数量を算出する。 

人件費の増減率＝（X－３０）＊０．０２＋１ 

               但し、X＝長さ（深度） 
２ 雑材料は、孔壁詰め砂、錠、テープ、リベット等とし、人件費の５％を計上する。 

    ３ ストレーナー加工費は、別途計上できる。 

 

イ）観 測  
赤本「G－１５」（平成12年度）「設計および測量・調査業務費積算資料」土木部防災砂防課 

（1孔1回（X点）当たり）

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
調査技師 
普通作業員 
(材料費) 
消耗品費 
(機械器具損料) 

指示計 
孔内傾斜計 

 
 
 
 
 
 

  
人 
人 
 
％ 
 
日 
日 

 
X 
X 
 
1.00 
 
X 
X 

   
 
 
 
人件費の1％以内 

計        
 

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

人件費の増減率＝（X－３０）＊０．０２＋１ 

 但し、X＝長さ（深度） 

 

 

 

 

 

 

 

イ）観 測  
赤本「G－１５」（平成12年度）「設計および測量・調査業務費積算資料」土木部防災砂防課 

（1孔1回（X点）当たり） 

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
調査技師 
普通作業員 
(材料費) 
消耗品費 
(機械器具損料) 

指示計 
孔内傾斜計 

 
 
 
 
 
 

  
人 
人 
 
％ 
 
日 

 
X 
X 
 
1.00 
 
X 

   
 
 
人件費の1％以内 

計        
 

 

11 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 
 

「委託業務設計積算の一部改正について」新旧対照表 

90 
 

新 旧 
 

３）メモリーカード式地下水位計（設置） 
赤本「G－１６」（平成12年度）「設計および測量・調査業務費積算資料」土木部防災砂防課（参考）

（1 . 0基当たり） 

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
主任調査員 
普通作業員 
(材料費) 
水位観測装置 

収納箱 
雑工 

 
 
 
 
 

  
人 
人 
 
月 
基 
％ 

 
0.50 
1.00 
 
X  
1.00 
5.00 

   
 
 
 
内蔵ロム式地下水位計（リース） 

 
収納箱の５％以内 

計        
 

 

 

４）メモリーカード式地下水位計（観測・データ処理） 
赤本「G－１７」（平成12年度）「設計および測量・調査業務費積算資料」土木部防災砂防課 

(1基1回あたり) 

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
主任調査員 
調査技師 
(材料費) 
消耗品費 

 
 
 
 

  
人 
人 
 
％ 

 
X 
0.05 
 
1.00 

   
観測＋データ処理（外業）

データ処理（内業）

 
人件費の1％以内 

計        
 

 

12 

 

 

 

 

３）  （1）メモリーカード式地下水位計（設置） 
赤本「G－１６」（平成12年度）「設計および測量・調査業務費積算資料」土木部防災砂防課 

（1 . 0基当たり） 

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
主任調査員 
普通作業員 
(材料費) 
MCリース 

 
 
 
 

  
人 
人 
 
月 
 

 
0.50 
1.00 
 
 
 

   
 
 
 
調査期間 
基礎単価参照 

計        
 

 

 

 

４）メモリーカード式地下水位計観測・データ処理 
 ｢地すべり対策事業 単価表｣ 

(1基１回あたり) 

名称 品質 規格 単位 数量 単価 金額 摘要 
(人件費) 
主任調査員 
調査技師 
(材料費) 
消耗品費 

 
 
 
 

  
人 
人 
 
％ 
 

 
X 
0.05 
 
1.00 
 

   
観測＋データ処理（外業） 

データ処理（内業） 
 
人件費の1％以内 

計        
 

 

12 
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新 旧 
 

１－３－４－２ 機構調査 ＜Ⅱ－ 67＞ 
 

カ．報告書等の作成 
    直接費

 
技術者の

名称

 
調 査 項 目 

直 接 人 件 費 労務費

技 
 
師 
 
長 

主 

任 

技 

師 

技 
 
師 
 
Ａ 

技 
 
師 
 
Ｂ 

技 
 
師 
 
Ｃ 

技 
 
術 
 
員 

普

通

作

業

員

図

 
 
 
工

 
報告書等の作成

外業         
内業  0.84 1.68 2.68 2.34 2.34  3.0
計  0.84 1.68 2.68 2.34 2.34  3.0

備考１ 調査内容による補正は、前項ア．総合解析の備考２に準じて行う。 

 

13 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３－４－２ 機構調査 ＜Ⅱ－ 67＞ 
 

カ．報告書等の作成 （注）県運用有り 
    直接費

 
技術者の

名称

 
調 査 項 目 

直 接 人 件 費 労務費

技

 
師

 
長

主

任

技

師

技

 
師

 
Ａ

技

 
師

 
Ｂ

技

 
師

 
Ｃ

技

 
術

 
員

普

通

作

業

員

図

 
 
 
工

 
報告書等の作成

外業         
内業  0.5 1.0 2.0 2.0 2.0  3.0
計  0.5 1.0 2.0 2.0 2.0  3.0

   備考１ 調査内容による補正は、前項ア．総合解析の備考２に準じて行う。 

 

13 
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（６）流路工（帯工）＜県独自、下表ア＞ 
   （注）流路工の構成は「流路工＋帯工」、「水路工＋帯工」の１セットとして本県独自に作 
     成した歩掛である。 
 
ア 流路工構造図作成（照査を除き数量計算を含む）     １００m当たり 

 直接人件費 労務費 材料費

 

    種別 

 

技術者の 

名称調査項目 

 

技
師
長 

主
任
技
師 

技
師
A 

技
師
B 

技
師
C 

技
術
員 

普
通
作
業
員 

製
図
工 

雑
品 

構造図（照査を除き数量計算

を含む） 

外業          

内業    0.44 1.45 1.77  1.20  

計    0.44 1.45 1.77  1.20  

備考１ 匂配（計画勾配）により補正する。 

 

    流路工の勾配による補正 

       

勾配 １/20未満 1/20以上～１/10未満 1/10以上

補正値 -0.2 0 +0.2 
    

  ２ 構造図の縮尺は１/100を標準とする。 

    これにより難い場合は、明確に図示できる範囲内で適宜決定する。 
 

    ３ 測量原図（平面図を除く）への構造物の記入を含む。 

      ４ 本歩掛は帯工＋流路工、帯工＋水路工事に適用する。 

 

16 

 

（６）流路工（帯工）＜県独自、下表ア＞ 
   （注）流路工の構成は「流路工＋帯工」、「水路工＋帯工」の１セットとして本県独自に作 
     成した歩掛である。 
 

ア 流路工構造図作成（照査を除き数量計算を含む）     １００m当たり 

 直接人件費 労務費 材料費 

 

    種別 

 

技術者の 

名称調査項目 

 

技
師
長 

主
任
技
師 

技
師
A 

技
師
B 

技
師
C 

技
術
員 

普
通
作
業
員 

製
図
工 

雑
品 

構造図（照査を除き数量計

算を含む） 

外業          

内業    0.27 1.20 1.60  1.20  

計    0.27 1.20 1.60  1.20  

  備考１ 匂配（計画勾配）により補正する。 

 

    流路工の勾配による補正 

       

勾配 １/20未満 1/20以上～１/10未満 1/10以上 
補正値 -0.2 0 +0.2 

    

  ２ 構造図の縮尺は１/100を標準とする。 

    これにより難い場合は、明確に図示できる範囲内で適宜決定する。 
 

    ３ 測量原図（平面図を除く）への構造物の記入を含む。 

      ４ 本歩掛は帯工＋流路工、帯工＋水路工事に適用する。 

 

16 
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17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17 

新

規

継

続
計上単位 備　考

◎ ◎ １kｍ

◎ ◎ １kｍ

× × １kｍ

× × １kｍ

◎ ◎ １kｍ

測 × × １kｍ

◎ ◎ 延長１ｋm 護岸工、旅路工の場合

量 × × 延長１ｋm

◎ ◎ １横断 治山ダム工の場合

業 ◎ × １件

◎ ◎ １ha

務 ◎ ◎ １ha

× × １ha

◎ ◎ １００m

× × １００m

◎ ◎ １横断

× × １横断

◎ × １件

◎ ◎ １件

× × １件

× × １件

× × １件

○ ○ 1基

◎ ◎ 1基

◎ ◎ 1基

× × 1基

× × １件

○ ○ １件

◎ ◎ １００m ※延長補正の県運用有り

設 ◎ ◎ １００m ※延長補正の県運用有り

× × １件

設 １件 ※適用しない

※適用しない

業 １００m ※適用しない

１００m ※適用しない

務 （６）流路工（帯工） ◎ ◎ １００m ※県独自歩掛

× × １件

× × １件

× × １件

○ ○ １件

ア.平面図等（工種配置図等） ○ ○ ※１ha ※面積補正の県運用有り

◎ ◎ ※１ha ※面積補正の県運用有り

◎ ◎ ※１ha ※面積補正の県運用有り

× × １件

イ.報告書作成 × × １件

× × １件

注）１．◎：通常の場合、基本的に計上する。

　　２．○：現地の伏況、必要に応じて計上する。

　　３．×：計上しない。

　　４．数量は計上単位ごとに少数第三位四捨五入２位止めとする。

　　５．山腹平面測量は、縦横断測量で把握できる場合（小規模な出版工、落石対策工のみの場合等）は計上しない。

　　６．縦横断測量は、新規の場合は必要延長分計上し、継続の場合は該当位置の前後計画、既設問とする。

　　　　ただし、地形の変化等必要が生じた場合はこの限りでない。

　　７．山腹、渓間が両方ある場合は、平面図作成は山腹で１件計上する。

　　８．山腹水路工については、通常、他の山腹工事と一体で設置する場合（山腹工として一括できるもの）は山腹工として

　　　　計上する。

山腹工でも、渓流整備のみを目的として設置する場合（他の山腹工がない等）は渓間工を代用し計上する。

種別

（１）踏査選点

１　中心線測量

　（２）中心線測量 ２　簡易中心線測量

３　中心線縦断測量

（３）縦断測量

（４）横断測量

２－２－４

渓間工事

測量

（５）構造物計画位置横断測量

（6）平面図作成

１　縦断測量

２　簡易縦断測量

１　横断測量

２　簡易横断測量

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）ダム工

イ.安定計算

２－１０－１　打合せ協議

ア.設計計画

２－１０－１　打合せ協議

ア.設計計画

イ.安定計算

ウ.構造図

エ.数量計算

オ.照査

ア.設計計画

イ.構造図

ウ.数量計算

（５）設計説明書等

２－３－４

山腹工事

測量

　（１）踏査選点

（２）山腹平面測量
１　山腹平面測量

2　簡易山腹平面測量

（３）山腹縦断測量
１　山腹縦断測量

2　簡易山腹縦断測量

（４）山腹横断測量
１　山腹横断測量

３－２－３

渓間工事

設計

３－３－３

山腹工事

設計

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）設計計算
ア.設計計画

イ.安定計算

（４）設計図作成

ウ.安定解析及び数量計算

エ.照査

ア.照査

2　簡易山腹横断測量

（５）平面図作成

ア.構造図

（４）護岸工

（５）流路工
イ.構造図

ウ.構造図

エ.数量計算

オ.照査

新

規

継

続
計上単位 備　考

◎ ◎ １kｍ

◎ ◎ １kｍ

× × １kｍ

× × １kｍ

◎ ◎ １kｍ

測 × × １kｍ

◎ ◎ 延長１ｋm 護岸工、旅路工の場合

量 × × 延長１ｋm

◎ ◎ １横断 治山ダム工の場合

業 ◎ × １件

◎ ◎ １ha

務 ◎ ◎ １ha

× × １ha

◎ ◎ １００m

× × １００m

◎ ◎ １横断

× × １横断

◎ × １件

◎ ◎ １件

× × １件

× × １件

× × １件

○ ○ 1基

◎ ◎ 1基

◎ ◎ 1基

× × 1基

× × １件

○ ○ １件

◎ ◎ １００m ※延長補正の県運用有り

設 ◎ ◎ １００m ※延長補正の県運用有り

× × １件

設 １件 ※適用しない

※適用しない

業 １００m ※適用しない

１００m ※適用しない

務 （６）流路工（帯工） ◎ ◎ １００m ※県独自歩掛

× × １件

× × １件

× × １件

○ ○ １件

ア.平面図等（工種配置図等） ○ ○ ※１ha ※面積補正の県運用有り

◎ ◎ ※１ha ※面積補正の県運用有り

◎ ◎ ※１ha ※面積補正の県運用有り

× × １件

イ.報告書作成 ○ ○ １件

× × １件

注）１．◎：通常の場合、基本的に計上する。

　　２．○：現地の伏況、必要に応じて計上する。

　　３．×：計上しない。

　　４．数量は計上単位ごとに少数第三位四捨五入２位止めとする。

　　５．山腹平面測量は、縦横断測量で把握できる場合（小規模な出版工、落石対策工のみの場合等）は計上しない。

　　６．縦横断測量は、新規の場合は必要延長分計上し、継続の場合は該当位置の前後計画、既設問とする。

　　　　ただし、地形の変化等必要が生じた場合はこの限りでない。

　　７．山腹、渓間が両方ある場合は、平面図作成は山腹で１件計上する。

　　８．山腹水路工については、通常、他の山腹工事と一体で設置する場合（山腹工として一括できるもの）は山腹工として

　　　　計上する。

山腹工でも、渓流整備のみを目的として設置する場合（他の山腹工がない等）は渓間工を代用し計上する。

2　簡易山腹横断測量

（５）平面図作成

ア.構造図

（４）護岸工

（５）流路工
イ.構造図

ウ.構造図

エ.数量計算

オ.照査

３－３－３

山腹工事

設計

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）設計計算
ア.設計計画

イ.安定計算

（４）設計図作成

ア.照査

２－３－４

山腹工事

測量

　（１）踏査選点

（２）山腹平面測量
１　山腹平面測量

2　簡易山腹平面測量

（３）山腹縦断測量
１　山腹縦断測量

2　簡易山腹縦断測量

（４）山腹横断測量
１　山腹横断測量

２－１０－１　打合せ協議

ア.設計計画

イ.安定計算

ウ.構造図

エ.数量計算

オ.照査

ア.設計計画

イ.構造図

ウ.数量計算

（５）設計説明書等

（１）現地調査

（２）基本事項の決定

（３）ダム工

イ.安定計算

２－１０－１　打合せ協議

ア.設計計画

３－２－３

渓間工事

設計

ウ.安定解析及び数量計算

エ.照査

（３）縦断測量

（４）横断測量

２－２－４

渓間工事

測量

（５）構造物計画位置横断測量

（6）平面図作成

１　縦断測量

２　簡易縦断測量

１　横断測量

２　簡易横断測量

種別

（１）踏査選点

１　中心線測量

　（２）中心線測量 ２　簡易中心線測量

３　中心線縦断測量
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